
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業生産における 

気候変動適応ガイド 

 

ぶどう 編 

C
li

m
a

te
 C

h
a

n
g

e 
A

d
a

p
ta

ti
o

n
 G

u
id

e 
fo

r 
G

ra
p

e 
P

ro
d

u
ct

io
n

 

令 和 ２ 年 1 2 月 

 

《表紙の写真》 

 

ナガノパープル 

 



 

 

  

《表紙の写真》 

 

ナガノパープル 

 
長野県中野市ホームページより 

（https://www.city.nakano.nagano.jp/urenou/2017050800021/） 

サニードルチェ 

 
山梨県果樹試験場ホームページより 

（https://www.pref.yamanashi.jp/kajushiken/seishoku_hinnshu.html） 

シャインマスカット 

 
農林水産省ホームページより 

（https://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h22_h/trend/part1/chap2/zoom/z15.html） 

ビジュノワール（醸造用品種） 

 
山梨県果樹試験場ホームページより 

（https://www.pref.yamanashi.jp/kajushiken/103_015.html） 

 



 

 

農業生産における気候変動適応ガイド ぶどう編 

目 次 

 

本ガイドについて ・・・ 1 

     

 Ⅰ 農業生産活動における気候変動の影響   

  止まらない気候変動 ・・・ 2 

  気候変動によるぶどうへの影響（現在） ・・・ 3 

  気候変動によるぶどうへの影響（将来予測） ・・・ 4 

     

 Ⅱ 気候変動適応の取組を行う意義・期待される効果   

  気候変動リスクの軽減による農業経営の安定 ・・・ 5 

  取組による産地の優位性の発揮 ・・・ 6 

     

 Ⅲ 気候変動に対する適応の進め方   

  気候変動に対する適応策検討の流れ ・・・ 7 

  STEP１ これまでに経験した気候変動影響を整理する ・・・ 10 

  STEP２ 将来の気候変動影響に関する情報を収集・整理する ・・・ 12 

  STEP３ 現在実施している適応策の実態と効果を整理する ・・・ 14 

  STEP４ 優先課題を特定し、適応策リストを作成する ・・・ 15 

  STEP５ 適応策を選択し、適応策実行計画を策定する ・・・ 17 

  適応策の評価と見直し ・・・ 20 

     

《参考文献》 ・・・ 21 



1 

 

 

 

 本ガイドの目的 

 気候変動による農業生産への影響が顕在化する中、今後、温暖化が進行した場合には、農業生産への悪

影響のリスクがさらに高まり、農産物の安定供給に支障をきたします。 

高温でも品質の低下が起きにくい技術、品種・品目の開発・導入を進めてきている中、今後はこれまで

の研究や現場での取組を通じ、影響の将来予測や適応技術の効果等の情報を活用し、更なる温暖化の進

行に備え、産地として持続的に生産活動が行えるよう、将来起こりうる気候変動リスクを可能な限り回

避・軽減するリスクマネジメントの取組が重要です。 

このため、産地自らが気候変動に対するリスクマネジメントや適応策を実行する際の指導の手引きと

して本ガイドを作成しました。本ガイドで示す手順を参考に、各産地での気候変動への適応を進めてい

きます。 

 

 本ガイドで対象とする気候変動への適応策 

 本ガイドは、農業生産において数多く実施されている気候変動適応策の中から、ぶどうの生産過程に

おける特に高温に係る影響と、その対策としての栽培技術や品種転換などに関する適応策の実施を念頭

に作成しています。適応策には、栽培管理技術の変更のような生産者において低コストですぐに導入可

能なものから、品種開発や品目転換のようにコストと時間を要するものまで、さまざまです。個別の生産

者では対応できない適応策は、自治体や農業協同組合、農業共済組合、地域の関係者等が連携して中長期

的な計画に基づいて取組を進める必要があります。 

 

 本ガイドの対象者 

 本ガイドは、主に都道府県の農業部局担当者や普及指導員を対象として作成していますが、農業協同

組合等の技術担当者や地域の農業リーダーの方々にも参考になる内容となっています。 

 

 

 

本ガイドについて 
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 止まらない気候変動 

 身近に迫る気候変動 

気候変動の影響は、私たちの生活に身近なところで、“○○年に一度の”と表現されるような極端な

気象現象として実感することが増えてきました。最近発生した以下の極端な気象現象は、いずれも地球

温暖化との関連が指摘され、農業生産のみならず社会に大きな影響を与えています。１２３４５ 

 

 

 これまでの気候変動 

気象庁の 2020 年 1 月の発表によると、これまで日本

の平均気温は様々な変動を繰り返しながら上昇してお

り、1898 年以降では 100 年あたり 1.24℃の割合で上昇

しています。特に、1990 年代以降、高温となる年が頻繁

に現れており、2019 年の日本の平均気温の基準値（1981

～2010 年の 30年平均値）からの偏差は＋0.92℃で、1898

年の統計開始以降、最も高い値となりました（図 1）。日

本の気温上昇が世界の平均（陸上で100年あたり0.94℃）

に比べて大きいのは、日本が、地球温暖化による気温の

上昇率が比較的大きい北半球の中緯度に位置している

ためと考えられます。 

  

  

出典：厚生労働省１，気象庁気象研究所ほか２,４，気象庁３,５ 各発表資料より 

出典：気象庁ホームページ６より作成 

Ⅰ 農業生産活動における気候変動の影響 

 
図 1 日本の年平均気温偏差 

100 年あたり 

1.24℃の割合で上昇 

大 雨 

2020 年 7 月は「令和 2年 7月豪雨」の発生を始め、

東北地方、東日本太平洋側、西日本日本海側、西日

本太平洋側では、1946 年の統計開始以降、第 1 位

の多雨と第 1 位の日照不足となるなど、顕著な天

候不順となりました。一連の大雨では、地球温暖化

による長期的な大気中の水蒸気の増加が、降水量

を増やした可能性があると発表されました３。 

台 風 

2018 年から 2020 年にかけ、日本列島には強い台風

がいくつも上陸し、各地に甚大な被害が発生しま

した。地球温暖化の進行により日本が位置する中

緯度帯では、今世紀末頃には台風の移動速度が現

在よりもおよそ 10％程度遅くなることが予測され

ています。このことは、台風に伴う影響を受ける時

間が長くなることを意味しています４。

暖 冬 
2019 年末から 2020 年にかけての冬季は、日本では

統計開始以降最も気温の高い記録的な暖冬となり

ました。また降雪量も全国的に少なく、北日本日本

海側と東日本日本海側では1962年冬の統計開始以

降の最少記録を更新しました。地球温暖化による

地球全体の気温の上昇傾向の継続が、背景の一つ

にあったと考えられています５。 

高 温 

2018 年夏、日本列島は記録的な猛暑に見舞われ、

熱中症による死亡者数は全国で 1,500 人を超えま

した１。また、全国のアメダス地点における猛暑日

の年間の延べ地点数が、過去最多を記録しました。

その後のシミュレーションによる検証の結果、地

球温暖化が起きていなければ、このような猛暑は

起こりえないことが明らかになりました２。 
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気温の上昇にともない、熱帯夜（夜間の最低気温が

25℃以上の夜）や猛暑日（1 日の最高気温が 35℃以上の

日）は増え、冬日（1 日の最低気温が 0℃未満の日）は少

なくなっています。1時間に降る雨の量が 50ミリ以上の

日数は、長期的に増加傾向にあり、地球温暖化が影響し

ている可能性があります（図 2）。 

 

 将来の気候予測 

 また、気象庁が 2015 年８と 2017 年９に公表したレポー

トでは、現在のペースで温室効果ガスの排出が進んだ場

合（RCP8.5）、現在と比較した日本の平均気温は 2050 年

頃にはおよそ 2℃程度、2100 年頃には 4～5℃程度、それ

ぞれ上昇すると報告されているほか（図 3）、短時間強雨

の発生回数の増加などが予測されています。 

 

 

 

 

 気候変動によるぶどうへの影響（現在） 

農業生産に影響を与える気象要因は、気温、降水、台風等、年によって様々に変化しますが、図 1（p.2）

に示した通り、気候変動により日本の平均気温は少しずつ上昇しており、今後もこの傾向が続くと予測

されています。農林水産省では 2007 年より概ね毎年、全国の都道府県を対象とした農作物の高温影響に

よる調査を行い、その結果を「地球温暖化影響調査レポート」１０等で発表してきました。本レポートで

は、ぶどうへの高温による影響として図 4に示す着色不良・着色遅延、日焼け果のほか、障害果の発生、

発芽不良、凍霜害、裂果、虫害の多発等が報告されています。 

  

着色不良・着色遅延 日焼け果 

図 4 ぶどうの高温による主な影響 

（左図の温度は、着色期における人工気象室の温度を表す。） 

 

 特にこれら外観品質の低下は販売価格に影響し、生産者の収入や産地ブランドの低下につながるため、

十分な対策が求められます。 

出典：気象庁ホームページ７より作成 

出典：気象庁「異常気象レポート 2014」８より作成 

写真提供：杉浦 俊彦 氏（農業・食品産業技術総合研究機構）より 

 
図 2 全国の 1時間降水量 50mm 以上の 

年間発生回数 

長期的に増加傾向 

              

RCP ：代表的濃度経路。RCP に続く数値が大きいほど、将来の温室効果ガスの排出が多いことを意味し、気温上昇が大きくなる。 

 
図 3 複数の気候モデルによる日本の平均気温 

の予測結果 

 

23℃ 26℃ 29℃
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 気候変動によるぶどうへの影響（将来予測） 

農業は気候変動の影響を受けやすいため、従来から、気候に対する対策が取られてきました。しかし近

年、過去に経験したことがないような高温や降雨により、大きな被害が出る等、これまでの対策では間に

合わなくなりつつある状況も発生しています。今後の気候変動の進行により、図 4（p.3）に示したよう

な影響がさらに頻繁に、また深刻化することが危惧されます。 

 果樹は品目によって代表的な産地や特徴的な果

樹ブランドがあるように、地域的な気候との関連

が強く、水稲等と異なり気候への対応の幅が狭い

ことが特徴です（図 5）。栽培適地を決める要因は

土壌条件、社会的立地（立地条件等）、日射条件、

降水、風など多くの要因がありますが、最も重要な

要因は気温です。 

国内のぶどう主力品種である「巨峰」の果皮色と

満開後 50～92 日の平均気温との間には相関があることが分かっており１２、図 6は将来の気温予測に基づ

いた、「巨峰」（露地栽培）の着色不良発生頻度についての将来予測を示しています。1981～2000 年に比

べ、およそ 1.7℃の気温上昇が予測される 2031～2050 年頃には、適応策を導入しなかった場合、着色不

良発生地域が大きく拡大することが分かります。（RCP4.5：温室効果ガスの排出削減が中程度に進んだ場

合）。 

 一般に果樹は一度植栽すると、30 年程度は栽培が続きます。そのため、栽培過程において気候変動の

影響を非常に受けやすい作物であるといえます。この予測は将来の平均気温予測のみを用いたものであ

り、栽培に影響を与える他の要因は含まないため不確実なものですが、気候変動による将来の高温に対

する確実な備え、つまり適応策の実施が必要であることを示唆しています。 

 
1981-2000 年 

 
2031-2050 年（RCP4.5） 

図 6 ぶどう「巨峰」（露地栽培）の着色不良発生頻度予測（5 モデル平均） 

  

出典：「気候変動適応技術の社会実装ガイドブック」１１ 

出典：農業・食品産業技術総合研究機構「ブドウ着色不良発生頻度予測詳細マップ」（2019）１３ 

図 5 果樹のグループと栽培適地 
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 気候変動リスクの軽減による農業経営の安定 

前章で見たとおり、今後も気候変動が進行していくと予測される中、農業生産への影響を極力抑えるた

めに、適切な時期に適切な対策をとっていく必要があります。高温や大雨等による生育不良や病害虫の

増加等による収量の減少、品質低下による等階級の低下、作期のずれによる市場価格の下落等、気候変動

影響は生産者の所得低下につながるものであり、地域や国全体の経済的損失の増大につながる大きな問

題であるといえます。 

適応への取組は、これらの気候変動による経済的損失の影響を将来に渡る経営リスクと考え、リスクに

対する取組を進めることであるという側面も持っています。リスクに備えるために農業保険への加入が

有効な手段ですが、適応策の適切な導入によるリスク管理が、保険事故を減らし、農業経営の安定につな

がり、地域経済の安定にもつながります。 

適応策には、栽培管理技術の変更のように個別の生産者において低コストですぐに導入可能なものか

ら、品種開発や品目転換のようにコストと時間を必要とするものまで、さまざまです。ブランド作物を抱

える背景から、品種や品目の変更が困難な産地もあります。このような、個別の生産者では対応できない

適応策は、自治体や農業協同組合、農業共済組合、地域の関係者等が横断的に協力し、産地における中長

期的な計画に基づいて取組を進める必要があります。 

すぐに対応可能な対策は速やかに導入することが重要ですが、今後の気温上昇等によっては、効果を発

揮しなくなる時期が来ることも念頭に置く必要があります。また、農産物に影響が発生してからでは対

策が間に合わない場合もあります。そのため、中長期的な将来に渡る適応策についても、地域の実態を踏

まえ早い段階から計画的に備えを進めることで、将来に予測されるリスクの軽減につながります。 

 

 

図 7 適応計画によるリスク管理と農業経営安定化のイメージ 

 

適応計画 準備/策定 適応策あり 農業経営の安定

計画なし 適応策なし 不安定経営

図の出典（一部）：パンフレット「目で見る適応策」イラスト素材１４ 

Ⅱ 気候変動適応の取組を行う意義・期待される効果 
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 取組による産地の優位性の発揮 

ぶどうにおける気候変動影響として、着色不良・着色遅延や日焼け果の発生が多く報告されており（図

4（p.3））、これらに対して全国でさまざまな取組が進められています。 

 栽培技術による取組 

広島県では 15 年以上前から、黒系品種の「ピオーネ」や赤系品

種の「安芸クイーン」等の着色不良対策として、着果量の軽減と環

状剥皮処理を行っています（図 8）。試験研究機関で技術を確立し、

技術セミナー等を通じて意見交換を行い、普及指導機関の指導員ら

が技術を現場に広めていきました。現在では県内外から広く、視察

や見学を受け入れています。比較的高温になりやすい県南部の瀬戸

内沿岸地域で本技術の効果が高く、最初に普及が進みましたが、最

近では県北部でも着色不良の影響が出始め、一部地域で取組みが始

まっています。 

 対応品種による取組 

山梨県では黒色系品種である「巨峰」や「ピオーネ」に近年、着

色が不安定な傾向がみられ、着色良好な新品種の開発が求められて

いました。そこで県は、オリジナル品種「甲斐ベリー3（商標名：ブ

ラックキング）」を開発し、甲斐ベリー3は 2018 年に品種登録され

ました（図 9）。2019 年より市場出荷が始まり、着色良好品種の一

つとして、県内への普及が期待されています１０，１６。 

 温暖化の活用による取組 

醸造用ぶどうの栽培面積が国内最大である北海道では、近年の気

温上昇により、以前は生育期間が低温で不適のため栽培が難しいと

されていた、醸造用ぶどう品種の「ピノ・ノワール」の栽培が可能

な気温になりつつあり１７、栽培面積、収穫量ともに増加傾向にあり

ます（図 10）。近年「日本ワイン」の需要増加等を背景に、道内の

醸造用ぶどうの生産拡大に向け「醸造用ぶどう導入の手引」１８を作

成するなどし、振興を図っています。道内のワイナリーの数も近年

増加しており、今後の生産の動向に注目が集まっています。 

上記に示した各産地におけるさまざまな適応策の取組は、いず

れも他の産地に先駆けた適応策の事例であり、産地間における優

位性の向上につながっていると考えられます。ぶどうは、既存品種に対する実需者のニーズが根強いも

のもあり、産地における品種の更新が容易には進まない地域もありますが、図 1（p.2）に示した気温上

昇や、図 2（p.3）に示した短時間強雨の増加等の気候変動は、今後いずれも進行すると予測されていま

す。既に産地では種々の影響が発生しており、地域では、自治体や産地レベルで中長期的な計画に基づい

た適応策の実施が急務であるといえます。 

出典：「瀬戸内沿岸部におけるブドウ‘安芸
クイーン’の着色向上技術の開発」１５ 

写真提供：山梨県より 

出典：「特産果樹生産動態等調査」１９より 

 

図 8 「安芸クイーン」の着果量の軽減

と環状剥皮の効果 

 
図 9 ぶどう品種「甲斐ベリー3」 

 

図 10 北海道の「ピノ・ノワール」の

栽培面積と収穫量の推移 
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